
システム安全と社会人教育

1.はじめに
　わが国のように成熟した社会では，
安全・安心に対する関心が高く，安全
確保のために多くの対策を講じてい
る．しかし，現実には，人命を脅かす
事故・災害が頻発しており，甚大な人
的・経済的損失をもたらしている．こ
の問題に対処するためには，安全に関
する専門職の存在が不可欠である．安
全に対応できる専門職には，工学的知
識をベースとし，国内外の安全規格・
法規に関する体系的な知識と実務能力
および安全技術の統合的マネジメント
のスキルをもつことが要求される．こ
のような人材の養成には，工学的知識
と実務経験をもつ社会人に対し，安全
規格・法規およびマネジメントの知識
と実務能力を教授する必要がある．そ
こで，国立大学法人長岡技術科学大学
では，安全に関する専門職を養成する
ために，大学院技術経営研究科専門職
学位課程（専門職大学院）システム安
全専攻を 2006 年 4 月に開設した（1）．
本専攻は社会人に門戸を開いたもので
あり，現在，第一期生 16 名と第二期
生16名の計32名が勉学に励んでいる．
ここでは，本専攻を取り上げ，システ
ム安全と社会人教育について考察す
る．
2. 国際安全規格
　安全の確保は世界共通の関心事であ
るが，わが国と欧米では安全対策につ
いての取組みに大きな隔たりがある．
わが国では，安全対策の基本を，安全
教育による人間のミスの防止に置いて
いる．つまり，人間に頼った安全の確
保である．いっぽう，欧米では，「人
間はミスをするもの，機械は故障する
もの」との認識の上に立ち，人間のミ
スや機械の故障があっても事故・災害
に至らない対策をとり，それでもカ
バーしきれない部分についてのみ安全
教育に依存している．欧米流の考えの
ほうが安全確保の観点から合理的であ
り，現在，この考えに基づいた安全規
格が国際標準となっている．そして，
この安全規格の順守が，通商上の必要
条件となっている．
　多くの国際安全規格が発効されてい
るが，その基本原則となる ISO/IEC
ガイド 51 には，以下の内容が規定さ
れている．
　（1）�リスクを経由した安全の定義：

相対的な安全（残留リスクの存
在）

　（2）�リスクアセスメントによる安全
性の事前評価

　（3）�定められた手順によるリスク低
減方策：3ステップメソッド

　（4）�規格体系の階層化構造：基本安
全規格，グループ安全規格，製
品安全規格

わが国の規格は，WTO/TBT 協定に

より，国際安全規格と整合させる義務
がある．すでに，多くの国際安全規格
が翻訳され，JIS として制定されてい
る（JIS B 9700，JIS B 9702 など）．
3. システム安全
　システムを「組織，人間，手法，材
料，要素，装置，施設，ソフトウェア
などの複合体」と定義する．システム
の安全確保のためには，設計，製造，
運用，保全，廃棄のすべての段階での
災害・リスク要因の同定，評価，制御
（除去）を行う必要がある．安全規格・
法規の上に立ち，システムの災害，リ
スクおよび安全の解析プロセスを対象
に，安全技術とマネジメントスキルを
統合して応用することを「システム安
全（system safety）」と呼んでいる．
これまで日本で生じた事故 ･災害の多
くは，システム安全のアプローチが取
入れられていれば防げたという報告が
ある（2）． 
　システム安全にかかわる人材として
は，工学的知識をベースとし，国内外
の安全規格・法規とマネジメントに関
する高度の知識と運用能力を身に付け
たうえで，管理，設計，製造，使用な
どの種々の分野において，安全認証，
安全規格・安全設計，および安全管理
ができることが必要である．これらの
能力を有する人材を総称して，システ
ム安全専門職と呼んでいる．
　わが国の安全・安心社会の構築に
は，システム安全の考え方の導入が不
可欠である（図 1参照）．そして，シ
ステム安全専門職の養成が急務であ
り，そのための教育プログラムが実施
されている．
4. 社会人教育の実施と工夫
　社会人を対象に，システム安全に関
する体系的な知識と実務能力を涵養す
るために，国内外の安全規格・法規を
理解させ，実務能力を身に付けさせる
ことを目指し，カリキュラムを編成し
ている．本専攻の授業では，基礎科目，
応用科目，基礎演習，インターンシッ
プ，プロジェクト研究を設置している．
そして，社会人が仕事をしながら学べ
るように授業を運用している．具体的
には，
　（1）�基礎科目および応用科目の講義は，

主として土曜日および日曜日に行
う．

　（2）�基礎演習は，土曜日および日曜
日における指導と，勤務先にお
ける演習で行う．

　（3）�インターンシップでは，主とし
てドイツに二週間滞在し，安全
の実務を研修する．

　（4）�プロジェクト研究は，主として
勤務先において行い，終了後に
発表会を開催する．

授業の運用を工夫することにより，仕事
を続けながら学ぶことが可能になる．

　授業を担当する教員は，専任教員
11 名と兼担・兼任教員 16 名の計 27
名である．一学年あたりの学生定員
15 名（二学年あわせて 30 名）に対す
る教員数は非常に多く，丹念な教育を
行うことができる．また，専任教員は，
システム安全の教育と研究に長年かか
わっており，その半数以上が実務家教
員である．
　専任教員は，安全認証講座，安全規
格・設計講座，および安全管理講座に
属している．安全認証講座では，国際
的に認められる安全認証に関する実践
的な教育・研究を行っている．安全規
格・設計講座では，安全規格の立案や
安全設計の遂行に関する教育・研究を
行っている．安全管理講座では，安全
マネジメントやリスクマネジメントに
関する教育・研究を行っている．
　本専攻の修了者には，「システム安
全修士（専門職）」の学位が授与される．
修了者は，高度かつ実践的な知識とス
キルを持つ専門職として，安全認証，
安全管理，安全規格の開発，製品の安
全設計などの各分野において，修了後
直ちに第一線で活躍することができ
る．学生が所属する企業の業種は，機
械・金属工業 9名，電気電子工業 7名，
化学・食品工業 5名，その他産業など
11 名と多岐にわたっている．このこ
とは，多くの工業分野において，シス
テム安全教育のニーズが高いことを示
している．
　欧米各国においては，システム安全
の分野で専門職として活躍する人材
は，すでに一万人規模に達している．
日本においても，安全・安心に対する
社会の要請がますます強まることは明
らかであり，国際安全規格に適合する
ことを求められる輸出市場への対応と
あわせて，システム安全専門職の養成
が渇望されている．
（原稿受付　2007 年 8 月 13 日）
〔�門脇　敏，福田隆文　長岡技術科学
大学〕
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図 1　安全・安心社会の構築
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